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令和元年 ８月３０日                奈良県田原本町 

 

 町内の伊与戸地区で、昔、醤油醸造を行っていた｢マルト醤油｣が、醤油の復活

に取り組み、醸造蔵と宿泊施設・レストランを併設で整備すべく、商工会、自治

会、町等が田原本町川東地域資源活用協議会を立ち上げ、一丸となって事業を進

めています。 

 本事業は、｢奈良県最古の醤油復活(醤油蔵・菌の活用)と周辺エリア観光情報

発信の為のハード整備事業｣として、奈良県の｢もっと良くなる奈良県市町村応

援補助金｣の採択を受けており（8月 27日に奈良県より報道発表）、7月 10日に、

田原本町で初となる総務省の｢地域経済循環創造事業｣（ローカル 10000 プロジ

ェクト）に申請し、8月 30日に採択されることを目指しています。 

 

 

 

 

 

 

この件に関するお問い合わせ先： 

町長公室 総合政策課 ０７４４－３３－９２７０ 

           

※ 詳細については別紙のとおり  

｢奈良県最古の醤油復活(醤油蔵・菌の活用)と周辺エリ

ア観光情報発信の為のハード整備事業｣ 



もっと良くなる奈良県市町村応援補助金交付決定事業

奈良県最古の醤油復活（醤油蔵・菌の活用）と周辺エリア観光情報発信のための
ハード整備事業

○宿泊や各種体験ができる施設を整備
することで、今まで通過型観光に留
まっていた田原本町への滞在時間の延
長、食事・買い物・宿泊等の消費機会
の拡大が期待される。

○地元農家が、レストランへの食材供
給、農作物の収穫体験の提供を行うこ
とで、町の主要産業である農業の活性
化を図る。

具体的な消費機会の拡大
○古来の醸造手法による醤油醸造、古代
桃を使ったジャム製造、それらの原料と
なる農作物の生産・収穫体験等、町なら
ではの体験プログラム（アクティビ
ティ）を充実させることで、観光客、リ
ピーターの確保につなげる。

○本取組を先行事例として、取組の結果
をふまえ、地域に多く残存する古民家の
有効活用等につなげる。

ストック効果（効果の持続的残存性）

○近隣に位置する村屋神社は、桜井市の
大神神社と縁があるが、両者が連携し、
市町村を超えた誘客をめざす。

○地元農家、自治会、商工会、民間業者
など様々な主体が連携し、日本書記編纂
1300年を記念して計画されている村屋神
社でのイルミネーションなど、誘客に向
けて様々なイベントを企画する。

その他、創意工夫点

事業概要

改修を行う醤油蔵（上段）及びイメージ図（下段）

○1689年創業、奈良県最古のマルト醤油蔵元屋敷を、
滞在型観光施設（醤油醸造・レストラン・宿泊施
設）として整備する。町内に宿泊できる場所がなく、
この取組が町内で初めての宿泊施設となる。宿泊事
業は来年度より開始予定。本事業ではこのうち醤油
醸造部分のハード整備を対象とするもの。

○今般改修する醤油蔵では、醤油醸造が体験できる
エリアや「大和の食文化」を体験できる体験展示場
を整備する。また並行して、別事業で地元の食材に
こだわったレストランを整備する。

田原本町

【実施主体】株式会社マルト（ハード整備）
田原本町川東地域資源活用協議会（ソフト事業）

【スケジュール】 3月 整備完了、R2年度 宿泊事業開始

奈良県報道発表資料





事業スキーム

ローカル10,000プロジェクト

民間事業者等の初期投資費用

支援対象

対象経費は、
・施設整備費
・機械装置費
・備品費

自己
資金等

公費による交付額 ※１

国 費

地域金融機関による融資等 ※２

・公費による交付額以上

・無担保（交付金事業による取得財産の担保権設定は除く。）・無保証

・ 地域資源を活かした持続可能な事業
・ 行政による地域課題への対応の代替となる事業
・ 高い新規性・モデル性がある事業

地方費

・原則 1/2
・条件不利地域かつ財政力の弱い市町村
の事業は 2/3, 3/4

・新規性・モデル性の極めて高い事業
は10/10

○ 産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げを支援。
○ 「ローカル10,000プロジェクト」の更なる展開を図るため、引き続き、国の重要施策と連動した事業の重点支援を行うと
ともに、融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上の場合の上限額を引上げ。

H31予算

地域経済循環創造事業交付金 10.0億円の内数

※１ 上限2,500万円。融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上２倍未満の場合は、上限3,500万円。２倍以上 の場合は、上限5,000万円
※２ 地域金融機関による融資の他に、地域活性化のためのファンド等による出資を受ける事業も試験的に対象

① 国等が開発・支援して実証段階にある新技術を活用した事業
② 2020年東京オリパラ競技大会関連施策
③ 古民家等の歴史的資源を活用した観光まちづくり
に関連する事業等であって、全くの新規分野における事業の立ち上げであり、
新規性・モデル性の極めて高い事業については、国費10/10により支援

重点支援これまでの実績（3７７事業、308億円）

（事業数は交付決定数、金額は事業実績（見込み含む）（H30年度末時点））

公費交付額 110億円、融資額 151億円、
自己資金等 46億円

支援内容の充実

融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上
２倍未満の場合は、上限3,500万円、２倍以上の場合は、
上限5,000万円まで引上げ（従前は２倍以上の場合、上限4,000万円）

○ 交付金の事業応募は随時受付中！（毎月10日締切）

応募に当たって不明な点があればお気軽にご相談ください！

総務省地域力創造グループ地域政策課（担当：冨永、尾山、村岡、吉田）

電話：０３－５２５３－５５２３（直通）
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